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保
険
証
の
短
期
医
療
証
を
交
付

す
る
場
合
や
滞
納
者
に
通
知
を
出
す

場
合
等
は
、
お
互
い
連
携
を
取
っ
て
、

収
納
率
向
上
の
た
め
に
対
応
し
て
い

る
。
例
え
ば
、
滞
納
者
の
一
部
入
金

の
状
況
等
に
よ
っ
て
は
、
３
ヶ
月
の

保
険
証
を
出
し
て
い
た
も
の
を
半
年

に
延
ば
す
等
、
収
納
状
況
等
を
基
に

協
議
を
し
て
対
応
し
て
い
る
。
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本
年
５
月　

日
現
在
で　

・　

27

91

59

％
の
徴
収
率
に
な
っ
て
い
る
。
Ｐ
Ｒ

に
つ
い
て
は
、
督
促
手
数
料
や
延
滞

金
の
率
等
を
市
収
納
課
の
Ｈ
Ｐ
や
納

付
書
等
の
裏
に
記
載
し
て
い
る
が
、

今
後
、
実
例
を
記
載
す
る
等
市
民
に

分
か
り
や
す
い
啓
発
を
実
施
し
て
い

き
た
い
。

　

都
市
経
済
常
任
委
員
会
は
、
６
月

８
日
に
開
催
さ
れ
、
付
託
を
受
け
た

執
行
部
提
出
議
案
５
件
（
分
割
付
託

２
件
を
含
む
） 
の
審
査
を
行
い
ま
し

た
。
主
な
質
疑
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

若
山
堤
整
備
基
金
積
立
金
百
万
円

の
増
額
に
つ
い
て
は
、
一
千
万
円
の

寄
付
を
予
定
し
て
い
た
が
、
一
千
百

万
円
の
寄
付
が
あ
っ
た
た
め
の
も
の
。
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若
山
堤
の
水
利
組
合
の
解
散
に

伴
い
、
総
会
で
最
終
的
な
金
額
が
確

定
し
、
余
剰
金
が
百
万
円
発
生
し
た

た
め
、
追
加
寄
付
を
い
た
だ
く
こ
と

に
な
っ
た
。

　

自
治
会
バ
ス
管
理
費　

万
円
の
増

43

額
に
つ
い
て
は
、
美
鈴
が
丘
及
び
希

み
が
丘
の
住
人
を
対
象
に
し
た
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
自
治
会
バ
ス
の
運

行
に
関
す
る
も
の
。
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ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
送
迎
行

為
を
行
う
場
合
は
、
道
路
運
送
法
上

の
登
録
が
必
要
で
あ
り
、
道
路
運
送

法
第　

条
の
許
可
を
要
し
な
い
運
送

79

に
つ
い
て
は
、
市
町
村
の
事
業
と
し

て
、
市
町
村
が
保
有
す
る
自
動
車
に

よ
り
送
迎
が
実
施
さ
れ
、
そ
れ
ら
の

費
用
が
全
額
市
町
村
に
よ
っ
て
賄
わ

れ
、
利
用
者
に
負
担
を
求
め
な
い
場

合
に
限
る
と
な
っ
て
い
る
。
現
在
無

償
運
行
を
行
っ
て
い
る
が
、
９
月
に

県
に
特
区
申
請
を
行
う
予
定
で
、
認

め
ら
れ
れ
ば
、
来
年
４
月
よ
り
有
償

運
行
の
事
業
に
取
り
組
む
予
定
。

　

県
道
鳥
栖
・
朝
倉
バ
イ
パ
ス
事
業
に

伴
う
取
り
付
け
道
路
の
認
定
及
び
路

線
の
変
更
で
、
今
年
度
施
行
す
る
宝
満

川
堤
防
敷
は
、
国
土
交
通
省
の
占
用
許

可
が
必
要
で
あ
り
、
市
道
で
あ
る
こ

と
が
そ
の
許
可
条
件
に
な
っ
て
い
る

こ
と
か
ら
今
回
認
定
を
行
う
も
の
。
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道
路
台
帳
の
整
備
、
作
成
等
が

あ
る
の
で
、
基
本
的
に
は
毎
年
３
月

に
認
定
し
て
い
る
が
、
今
回
の
よ
う

に
必
要
が
あ
れ
ば
、
３
月
以
外
に
認

定
す
る
場
合
も
あ
る
。
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道
路
の
新
設
や
拡
張
に
よ
る
道

路
保
険
の
加
入
に
つ
い
て
は
、
市
道

認
定
後
に
行
っ
て
い
る
。
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地
方
税
法
の
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
が
平
成　

年
４
月
１
日

23

に
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
国
民

健
康
保
険
税
の
賦
課
限
度
額
を
改
正

す
る
も
の
。
医
療
費
分
を　

万
円
か

50

ら　

万
円
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
分

51
を　

万
円
か
ら　

万
円
、
介
護
納
付

13

14

金
分
を　

万
円
か
ら　

万
円
に
引
き

10

12

上
げ
る
も
の
。
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平
成　

年　

月
か
ら
平
成　

年
３

21

10

23

月
ま
で
の
間
の
経
過
措
置
と
し
て
出

産
育
児
一
時
金
の
額
を　

万
円
か
ら

35

　

万
円
に
引
き
上
げ
て
い
た
も
の
を
、

39恒
久
的
に
実
施
す
る
た
め
に
改
正
す

る
も
の
。
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地
方
税
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

が
平
成　

年
４
月
に
公
付
・
施
行
さ

23

れ
た
こ
と
に
よ
る
次
の
２
点
の
改
正
。

①
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
住
宅
や
家

財
等
に
損
失
を
受
け
た
場
合
、
そ
の

損
失
額
を
、
平
成　

年
度
分
の
総
所

22

得
金
額
等
か
ら
控
除
で
き
る
。
②
東

日
本
大
震
災
に
よ
り
、
住
宅
借
入
等

特
別
税
額
控
除
の
適
用
を
受
け
て
い

た
住
宅
が
居
住
出
来
な
く
な
っ
た
場

合
で
も
、
残
り
の
控
除
対
象
期
間
に
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つ
い
て
は
引
き
続
き
税
額
控
除
が
で

き
る
。
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老
人
保
健
事
業
特
別
会
計
の
整
理

に
よ
り
、
一
般
会
計
か
ら
繰
り
出
し

て
い
た
２
０
９
万
８
千
円
が
不
要
に

な
っ
た
た
め
に
減
額
す
る
も
の
。
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平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま

21

23

で
の
介
護
保
険
計
画
の
中
で
１
号
被

保
険
者
の
保
険
料
を
定
め
、
年
間
６

億
円
程
度
の
保
険
料
を
い
た
だ
い
て

い
る
が
、
今
回
介
護
給
付
費
が
確
定

し
た
た
め
、
そ
の
差
額
１
、
５
９
９

万
９
千
円
を
積
み
立
て
る
も
の
。
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公
共
下
水
道
整
備
費
７
２
３
万
６

千
円
の
減
額
に
つ
い
て
は
、
物
件
等

移
転
補
償
費
を
減
額
す
る
も
の
。
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市
立
幼
稚
園
に
就
園
す
る
４
歳
児

及
び
５
歳
児
の
保
護
者
で
所
得
の
低

い
方
に
対
す
る
入
園
料
・
授
業
料
の

減
免
に
つ
い
て
、
今
回
国
の
補
助
限

度
額
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

小
郡
市
の
限
度
額
を
改
正
す
る
も
の
。
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先
に
施
行
し
た
小
郡
市
暴
力
団
等

排
除
条
例
第
６
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

公
共
施
設
の
利
用
に
関
し
て
関
係
条

例
の
一
部
を
改
正
し
、
整
理
を
行
う

も
の
。
市
内　

施
設
の
利
用
排
除
の

28

規
定
の
中
に
「
小
郡
市
暴
力
団
等
排

除
条
例
第
２
条
第
１
号
に
規
定
す
る

暴
力
団
等
の
活
動
に
利
す
る
お
そ
れ

の
あ
る
」
と
い
う
文
言
を
追
加
す
る

も
の
。

�
�
��

�
�
�
�
	


�
�


�

��

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�

�
�
�
�
��

�
�

��

　

乳
幼
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
体
制

整
備
事
業
が
平
成　

年
度
か
ら
児
童

23

虐
待
防
止
対
策
緊
急
強
化
事
業
に
移

さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
県
に
対
し
、

同
事
業
に
よ
る
必
要
備
品
と
し
て
家

庭
訪
問
用
の
公
用
車
等
を
補
助
申
請

し
て
い
た
が
、
そ
の
決
定
通
知
が

あ
っ
た
た
め
に
補
正
す
る
も
の
。

� �������������������������������������������

��������	
��
��
�������

��������	
���
���	������


